（第６号様式）
　　　　　　
平成２８年度第１回茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委員会会議録
	　議題

	（議題）

１　平成２８年度高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委員会のスケジュールについて（報告）
２　平成２７年度要介護認定状況、介護給付費の推移について（報告）
３　指定地域密着型通所介護事業所のみなし指定について（報告）
４　指定地域密着型サービス事業所の指定更新について（意見聴取）
５　地域密着型サービスの条例改正に係るパブリックコメント

の実施について（意見聴取）
６　平成２８年度地域包括支援センター事業計画及び予算につ
いて（報告）
７　その他

	  日時
	平成２８年５月２５日（水）１４時００分から１６時

	  場所
	茅ヶ崎市役所本庁舎４階　会議室１

	出席者氏名

欠席者氏名

	加納　洋子　　木村　辰郎　　西　耕一　　　沓澤　幸子
鈴鹿　隆司　　大崎　逸朗　　柏崎　周一　　中戸川　正　　
福岡　祐子　　米山　康之　　水島　修一　
事務局：保健福祉部長　高齢福祉介護課長

介護保険担当課長　高齢福祉介護課職員
三上　秀明　　寺田　洋　　篠原　徳守　　山田　典子


	 会議の公開・非公開
	公開

	 傍聴者数
	１人


（会議の概要）
・茅ヶ崎市審議会等における会議録等の作成に関する指針について（報告）

　　説明【高齢福祉介護課：吉川課長補佐】

委員長　説明は以上になるが、意見等はあるか。
米山委員　４５日以内に会議録を作成することになっているが、作成後はすぐに市のホームページに掲載しているのか。数か月後に確認すると掲載されていないことがある。どのくらいを目安に掲載しているのか。
事務局　会議終了後、会議録の作成に取り掛かるが、内容の確認や事務作業等により遅れてしまうこともある。今後は会議録等の作成に関する指針に基づき、事務局で対応していきたい。

委員長　他に意見がないようであれば、本件については市で定めている指針の通りでよいか。
　（同意）

委員長　それでは、議題に入りたい。
議題１　平成２８年度高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委員会のスケジュールについて（報告）（資料１）
説明【高齢福祉介護課：田渕主幹　伊勢田課長補佐　都筑主任】
委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。

（意見なし）
委員長　それでは、次の議題に進みたい。
議題２　平成２７年度要介護認定状況、介護給付費の推移について（報告）
（資料２－１）（資料２－２）（資料２－３）

説明【高齢福祉介護課：山田担当主査　松尾担当主査】

　　　　
委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。
木村委員　資料２－１の要介護等認定者の構成の表の増減率を見ると、要介護１、２、３と要支援２の認定者の増加率が上がっており、高い気がする。増加率を下げるため、市はどのような対策をとっているのか。
事務局　平均寿命と健康寿命の間の差が大きいほど、介護保険等を利用する方が増えるため、要介護等認定者の数にも影響を与えると考える。健康寿命を延ばし、平均寿命と健康寿命の間の差を縮めるため、若い頃からの生活習慣病予防対策や高齢者になってからの介護予防が重要だと考えている。

木村委員　今後もこのような推移でいくのか。極端に低くなることはないのか。
高齢福祉介護課長　推移を推定することは難しい。しかし、健康寿命を延ばすため、介護予防対策として「６０歳からのフィットネス教室」、「転倒予防教室」、「脳の健康教室」等様々な事業を行っている。また、今年度４月から６５歳以上の方を対象にした「優待サービス事業」を開始し、高齢者の社会参加を促している。今後もこのような事業を続けていき、なるべく推移が変わらないよう進めていきたいと考えている。

木村委員　資料２－２の高額介護サービス費の執行率が１０５．８％とかなり上がっていると思うが、その要因は何か。
事務局　高額介護サービス費とは、介護サービスの利用者のあらかじめ設定された負担額上限額を超えた場合、その部分が返金されるもののことを指す。平成２７年度の介護保険の改正で、一定所得以上ある方の利用者負担が１割から２割になった。そのため、高額サービス費は増えた。
柏崎委員　２割負担をする人が増えているということは、収入も増えているのではないのか。
事務局　収入も確かに増えている。
柏崎委員　収入も増えているため、一概にこれが５パーセント増えたからというようにはとれないと思う。
事務局　確かに高額介護サービス費は増加しているが、給付費全体でみると利用者の負担が増えた分、給付費は減っている。計画策定時、２割負担の影響を試算したら約１億円であった。
柏崎委員　１億円が増えたのか。
事務局　２割負担の影響で抑制されたということである。
副委員長　資料２－１の介護保険の申請件数及び審査判定件数について、平成２７年度は申請件数に対する審査判定件数の差がかなりあるように思うが、何か特徴的なことがあるのか。また、要支援の方々に対する給付費が減っている要因はなにか。要支援認定者は増えているが利用が減っているのか。また、高齢福祉計画、保健福祉計画が策定されてから１年経つが、何か特徴的に当初と想定していたものと違いが出ていたら教えてもらいたい。
事務局　要支援認定者は増えているが、平成２７年度の介護報酬改定により要支援者への給付費は減少しているという現状である。
副委員長　費用については承知した。計画についてはどうか。
事務局　計画の中に記載している人数については、上昇傾向にある。しかし、計画策定時に報酬改定の内容が全て明らかになっていなかったため、費用の部分への影響が大きかったのではなかったかと考えている。
柏崎委員　介護予防サービス所費のうち、２９年度から総合事業になるのはどの部分か。
事務局　介護予防訪問介護、介護予防通所介護と、介護予防支援の一部である。２９年度は制度の移行のため予防給付と総合事業の両方で支出することとなるが、３０年度からすべて総合事業として支出する。

柏崎委員　総合事業の費用は給付費なのか。　
事務局　地域支援事業費として支出する。
米山委員　資料２－２で、介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の執行率が１００％を下回っているが、ベット数に空きがあるということなのか。
事務局　ベット数に空きがあるということではなく、報酬改定により報酬が下がっていることなどにより予算に対する執行率が１００％を下回っている。
委員長　それでは、次の議題に進みたい。
議題３　指定地域密着型通所介護事業所のみなし指定について（報告）（資料３）
　　　　説明【高齢福祉介護課：田渕主幹】
委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。

木村委員　認知症対応型の施設が茅ヶ崎市内に１箇所というのは少ないと思う。認知症の方が少ないということなのか。
事務局　平成２７年度当初は４施設あったが、利用者の確保ができない等の理由から、３施設からは廃止の届け出が提出されたという経緯がある。認知症の方が少なくなっているわけではない。
委員長　それでは、次の議題に進みたい。
議題４　指定地域密着型サービス事業所の指定更新について（意見聴取）（資料４）
　　　　説明【高齢福祉介護課：田渕主幹】

委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。
米山委員　所在地が藤沢市川名だが、どのあたりか。
事務局　藤沢駅南口をでて、県道３２号線沿いにある。
米山委員　そこから茅ヶ崎市に住んでいる方のところまで送迎をしているのか。
事務局　送迎については確認していないが、利用者で茅ヶ崎市の住所の方が４名いるということは把握している。
米山委員　通常のデイサービスを考えると送迎はそぐわない。４名の方の実際の利用はどのような形になっているのか。
事務局　４名の方の送迎状況については確認していないが、住所と居所が同一でない場合もある。実際にみなしの指定地域密着型サービス事業所は神奈川県内で藤沢、平塚、海老名、寒川、二宮、県外で東京、茨城、静岡等広範囲にわたっている。
米山委員　住民票は茅ヶ崎市だが、実際には藤沢市の親族のところに住んでいるかもしれないということか。
事務局　その可能性がある。

委員長　今までの理解だと住民票にこだわらず、事業所と住んでいるところ自体が同じでないといけないと思っていたが、そうでないのか。

事務局　住民票を持っている市の所在地にある事業所を利用することが大原則である。しかし、地域密着型サービスに移行される前からの利用者については、市外の事業所であっても引き続き利用できることとなっている。
委員長　それでは、次の議題に進みたい。
議題５　地域密着型サービスの条例改正に係るパブリックコメントの実施について
（意見聴取）（資料５－１）（資料５－２）
　　　　説明【高齢福祉介護課：田渕主幹】
委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。
柏崎委員　資料５－１の中の「非常災害対策における地域との連携」についての「訓練」は、事業者が行うものなのか。
事務局　①は事業者が施設で行うものであり、②は地域の訓練に事業者が参加をするものである。
柏崎委員　地域住民への案内等は自治会が対応するのか。
事務局　地域密着型サービスの指定を受ける事業所が開催する運営推進会議の構成メンバーの中に地域の方がいる。運営推進会議の中で、各自治体の会長や副会長、民生委員等の地域の代表の方にお願いしたりしている。
柏崎委員　訓練を行うことは非常に良いことだと思う。
鈴鹿委員　まちぢから協議会があるが、当面は自治会連合会が主体となる。
柏崎委員　連合会だとかなり広いように思われる。防災訓練は各自治会のほうがきめ細かく取り組んでいると思うので、そちらに参加するほうが良いと思う。
沓澤委員　湘北地区の連合会長をやっているが、地域包括支援センターの方々も防災訓練等に積極的に取り組んでいるので、私たちの地域では協力してあげたいと考えている。
事務局　それぞれの地区で防災訓練の取り組みや事情等が多少異なるが、なるべく地域と事業所が連携をとりながら進めてもらいたいと思う。
委員長　それでは、次の議題に進みたい。
議題６　平成２８年度地域包括支援センター事業計画及び予算について（報告）（資料６）
　　　　説明【高齢福祉介護課：田渕主幹】
委員長　説明は以上になるが、質問、意見はあるか。
委員長　光熱水費が委託料に含まれていない施設があるのはなぜか。
事務局　公共施設の中にある包括支援センターについては、市で直接支出をしているため計上していない。

沓澤委員　経費のうち一番多いのは、人件費なのか。
事務局　その通りである。人件費がほとんどを占めていると言っても過言ではない。
沓澤委員　人件費は何名に対してなのか。
事務局　３職種１名ずつ常勤で確保するという仕様のもとに委託しているため、３名に対してである。
委員長　それでは最後の議題に移りたい。
議題７　その他
　　　　説明【高齢福祉介護課：吉川課長補佐　工藤主査】

　　　　・選考委員会の進捗について

・マイナンバーの書類提出依頼について

・茅ヶ崎市在宅高齢者実態調査の報告書について

・次回の委員会開催について（７月下旬）

委員長　それでは閉会とする。
委員長署名　　大崎　逸朗 　　　　
委員署名　　　西　耕一　　　　　 
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